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はじめに 

前回の講義は、「行政評価の歴史・背景と理論」として、やや堅苦しい話が多かったと思

いますが、今回は、実務家向けの、実際に評価を行う場合に、どういうことに気を付けなけ

ればならないかを含めてお話ししたいと思います。自己評価、特に主体的な自己評価につい

て、皆さんに、ぜひ、自信をもってやってみようという気持ちになって頂けるような内容を

考えてみました。 

今回の講義では、実際に行政評価を実施する立場に立って行政評価について考えること

を主眼とします。但し、評価の専門家としての立場からではなく、政策、施策、事務事業の

企画・立案あるいは実施を担当している職員や組織の立場を主眼とします。  

今回の講義でも、評価主体、評価目的、評価対象、評価手法、評価結果の利活用等、先の

講義と内容的に重複するところがありますが、上記のようにその主たる観点や講義の重点

は異なります。  

この講義資料の作成に当たっても、田中啓「自治体評価の戦略―有効に機能させるための 

16 の原則」、龍慶昭、佐々木亮「政策評価の理論と技法」、「政策評価のトレーニング・ブッ

ク」などの研究者や民間の評価専門家等の著作を参考にするとともに、政府の研究会報告や

政策評価の実施状況等に関する年次報告などを参考にしましたが、全体に、田中啓教授の著

作に拠るところが大きいです。 

 

Ⅰ 行政評価の主体  

１．評価主体の分類  

まず、今回の講義の一番重要な部分の 1 つでもある「主体論」についてお話しします。 

行政評価の主体については、表 I-1-1 に示したような形で全体を考えることができます。 

この表（表 I-1-1）は、評価の主体について、誰が評価の実施について責任を負うかとい

う観点と、実際に誰が評価を実施するか、また、誰が、どう評価の実施に関わるか、という

観点から作ったものです。1 番左側の「自己評価」、「他者評価」というのは、評価について
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一体誰が責任を負うのか、誰が評価を実施するかという責任の所在を示したものです。さら

に「自己評価」の中には、「内部で行う評価」と「外部で行う評価」に分かれます。自分た

ちが評価をやろうということを決め、責任を持ち、自分たち自身が評価を行うのが「内部評

価」です。「自分たち自身」と広く言いましたが、事業の直接の担当者、そのラインの管理

者（部長や課長）が関わる場合、地方自治体であれば、知事や副知事といった、さらなる幹

部職員がどのように関わるか、あるいは、そういう大きな組織になると、全体を横で睨んで

いて、あるいは全体を取りまとめている評価担当組織・組織横断的組織（総務部など）が内

部評価の関係者となります。 

但し、非常に高度な評価を行う場合や、外部の専門家の意見も聞くということになると、

自分たちで企画を行い、責任を持ちますが、評価そのものは外部の人たちに行ってもらうと

いうことが考えられます。その場合、第三者評価機関、評価専門家（コンサルタントなど）、

政策シンクタンクに評価をしてもらったり、あるいは一般市民に意見を出して頂く、利害関

係者（施設利用者など）にどういう意見を持っているかという形で評価に関わってもらう、

というようなことが考えられます。 

「他者評価」というのは、そもそも外部の人たちが評価をすべきではないのかと判断し、

外部の人たちが責任を持つというということですから、自己評価とは随分性格が異なるもの

です。当然、評価をするのは外部の人たち、議会関係の組織、そういったところから依頼され

た評価専門家、政策シンクタンク、市民団体・NPO等、利害関係者等です。従って、「他者評

価」の場合には、言葉の意味からして内部評価はないことになります。 

 

表 I-1-1 評価主体の分類 

自己評価 

内部評価 

事業の担当者 

ラインの管理者 

幹部職員 

評価担当組織・組織横断的組織 

外部評価 

第三者評価機関 

評価専門家  

政策シンクタンク 

一般市民 

利害関係者 

他者評価 外部評価 

議会 

評価専門家  

政策シンクタンク  

市民団体・NPO 等  

利害関係者 
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２．自己評価と他者評価, 内部評価と外部評価  

【自己評価と他者評価】  

繰り返しになりますが、自己評価とは、評価の対象となる政策、施策等の「担当組織が自

らの責任において」評価を実施する場合であり、他者評価とは、評価対象である政策、施策

等の「担当組織以外の組織がその責任において」評価を実施する場合です。  

日本の政策評価法は、政策評価を実施する機関として、当該政策を担当している組織(省

庁)による自己評価を主たるものとし、総務省による他者評価をいわば補完的なものとして

います。自治体においてもそうしている場合が多いようです。  

自己評価を重視しているのは日本だけではありません。  

 

【内部評価と外部評価】  

自己評価は、さらに内部評価と外部評価に分類されます。  

内部評価は、当該政策を担当している組織の内部で行う評価という意味であり、直接担当

している者が行う場合から、官房や総務部などその機関内で評価を総括的、横断的に担当し

ている組織が行う場合までいろいろなやり方があります。外部評価は、組織外の第三者的な

組織や人が評価を行うという意味であり、外部の評価専門家やシンクタンクなどが行う場

合などいろいろあります。実際には、自己評価は、当該政策の直接担当者が行う最狭義の内

部評価にとどまらず、他のさまざまの評価主体の関与を含む複合的な方法で実施されてい

ます。  

 

３．自己評価の意義と限界  

次に大切なポイント、「自己評価の意義と限界」について考えます。 

皆さんは、事務・事業、あるいは政策・施策を担当されていますので、皆さん方が関わる

場合は、自己評価となります。自己評価は非常に重要な評価のやり方ですが、それには限界

もあります。そこで意義と限界の両方について知っておく必要があります。 

 

自己評価の意義  

自己評価は、通常、評価の対象である政策、施策、事務事業について第一次的な責任を有

し、その目的、内容、運営の実態、問題、課題などを最もよく知っている者が責任を持って

行う評価です。 

自己評価には、次のように評価を行う内発的、自発的、積極的な動機、理由があるといえ

ます。 

当該評価の対象である政策、施策、事務事業、また目的、内容、運営の実態、問題、課題

について一番よく知っているのは、当事者です。また、その事業を担当している人たちは、

問題があった場合の改善についても、第一次的な責任を持っています。従って、当然、評価

の必要性、重要性について認識されているはずです。そういう人たちが行う自己評価には、
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内発的、自発的、積極的な動機、理由があります。一生懸命仕事をしている人たちは、良い

仕事をしたいと思われるわけですから、問題があれば、ぜひ改善・改革したいということか

ら、内発的、自発的、積極的な動機、理由があるという点が、重要な意義です。 

前回の講義でも述べましたが、行政評価については 4 つの目的があげられますが、行政

評価の目的としてあげられる①評価結果を政策、施策、事務事業等行政活動の改善に利用、

②議会や国民、市民等に対するアカウンタビリティの確保、③政策に関する意思決定の改善

（質の向上、透明性の向上など）、④職員の意識改革（当事者意識、責任感の向上、改革改

善への自主的、積極的取組）が、自己評価の意義として、そのまま当てはまります。 

 

自己評価の限界  

一方、自己評価には色々な限界や問題点も指摘されています。 

まず、政策、施策、事務事業の担当者は評価の専門家でない場合が普通であり、専門的な

評価の知識や高度なスキルを要する分析などを自ら行うことが難しい場合が多く、簡易な

評価に留まる場合が多いことです。また、評価の専門家でないため、適切な手法や手続きで

評価が実施されない場合があります。 

さらに、政策、施策、事務事業の当事者が評価を行う場合には、次のような傾向があると

いう指摘があります。外国でも同じような指摘があります。 

まず、政策、施策、事務事業の担当者には、その意識や視点に偏りや傾向が存在する可能

性があります。評価対象の政策などを擁護する意識を持ちやすく、採用する評価基準も、使

い慣れた基準や自分たちに「都合の良い」規準などを優先する可能性が高いと言われていま

す。そして、評価によって問題点が明らかになった場合には、抜本的な解決策を志向するよ

りも、軽微な変更によって当面を凌ごうとする傾向があると言われます。  

以上のことから、自己評価特に内部評価は、客観性に欠ける、お手盛りの評価になりやす

いという批判を受け易いのです。 

これをどのように克服して、意義のある、自信をもってできる自己評価を行っていくかと

いうのが、次のテーマです。 

 

４．自己評価の意義を保持しつつ、限界を克服する方法  

自己評価の意義を保持しつつ限界を克服するためには、まず、次のような自信・自覚と理

解が必要です。 

まず、政策、施策、事務事業の担当者は、担当している政策、施策、事務事業については、

その内容、運営の実態、問題、課題について自分たちが一番よく知っているという自覚と自

信を持つ必要があるということです。  

次に、どのような政策、施策、事務事業について、どのような評価手法により、どのよう

な評価を行うかは、評価を行う目的との兼ね合いで決めればよいということです。 

全ての評価手法に、高度の専門的な知識やスキルが必要というわけではないことを理解
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しておく必要があります。（簡便な自分たちで出来る評価もあるのです。） 

そして、全ての政策、施策、事務事業について、毎年（毎回）、高度の専門的な知識やス

キルを必要とする評価を行う必要はないということです。 

 

以上のことから、政策、施策、事務事業の担当組織あるいは担当者が行う評価は、まず、

自らの知識とスキルで行うことができ、継続して行う必要のある評価を優先し、重点化する

ことが適当ではないかと考えます。 

あらゆる角度からの分析を要する総合評価やインパクト評価のうち、高度のスキルや費

用を必要とするものなどについては、外部の専門家やシンクタンクなどに委託するなどし

て実施することができます。自分たちでできること、外部委託が必要なこと、そういった兼

ね合いを考えながら行うことで、自己評価の信頼性も高めることができます。但し、政策、

施策、事務事業の担当組織が自ら評価を実施する場合においては、内部評価が適切な手法や

手続きで実施されているかどうか、導かれた結果が妥当であるかどうかについて、例えば第

三者的組織（役所内に設けた委員会など）など外部評価者によるチェックを受けることが適

当です。 

また、外部の専門家や利害関係を有する者、さらに関心のある市民の意見を聴くなどのプ

ロセスを踏むことが適当であると考えます。少なくとも、評価結果を公表する場合には、そ

のような段取り、手続き、プロセスを経ていないと批判を受ける可能性もあるので、適切な

手続きを踏むことが信頼性を高めることになると留意する必要があります。 

次に、政策、施策、事務事業の担当者は、外部の専門家や市民等には、担当者では気が付

かない関心や視点や意見がある場合が少なくないことに留意する必要があります。自分た

ちは専門家だから何でもよく知っていると思い込まず、外部の人は、自分たちでは気が付か

ないことや良い意見を言ってくれるのだという認識を持つ必要があります。 

また、外部の専門家は他の組織の事例などについても詳しく、広い視野から非常に参考に

なる意見が出されることにも、特に留意する必要があります。時と場合、必要性、対象、や

り方次第によって、外部専門家の意見を取り入れることによって、自己評価の限界を克服す

る必要があります。 

 

注：「強制された自己評価」と「主体的な自己評価」  

気になるかもしれませんが、「強制された自己評価」という言葉があります。学者や研究

者がこういうことを言っていると、頭の隅に留めておいてもらえればと思います。それにつ

いて、「主体的な自己評価」という言葉と対比してお話ししたいと思います。 

 

「強制された自己評価」  

制度的に自己評価が義務付けられたり、他から強制されて実施する自己評価について

は、「強制された自己評価」というレッテルを貼って、批判されることがあります。その
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理由は、「強制的に」求められると、①内発的なプラスの動機づけが弱い、②画一的なや

り方、内容を求められたり、各組織の事情に対応した弾力的な対応の余地が少ない場合

が多い、③評価の結果が事業の削減・合理化のために利用されることが想定される場合

には、逆に、事業の削減や合理化が難しい理由を強調するようなものになりかねない、

などです。国の政策評価法についても、まず、各省庁に自らの政策施策について評価を

義務付けていることから、学者などから「強制された自己評価」と批判されることがあ

りますが、そんなにまずいなら、なぜそんな制度を日本は作っているのか、それは一方

的な批判ではないかと私は言いたいわけです。 

自己評価は、日本だけではありませんし、国だけではなく地方自治体でも行っています。

外国でも自己評価は重要な評価主体、手法として認められているものです。制度的に義

務付けられているから「強制されたもの」と決めつけ、危惧される問題点ばかりを強調

することは適当ではありません。 

 

「主体的な自己評価」 

他方、事業の担当者、当事者は、普通、自分でも納得できる良い仕事をしたい、事業

の対象である住民などから有益な仕事をしていると評価される仕事をしたいと考えてお

り、そのための仕事の見直し、評価には内発的で積極的な動機が働き易い、また、担当

者、当事者は、当該事業について最も精通しており、その知識、経験、問題意識などを

改善のために積極的に活用しようとする動機も期待できることを認めるべきであると考

えます。 

例えば、民間企業などでよく行われている QC 活動など、企業の上から下まで自主的に

色々な改善改革に取り組みます。これを非常に良いことだと学者・研究者も評価します。 

民間でやれば良いこととして評価し、同じことを行政で当事者たちが一生懸命取り組む

となぜ批判されなければならないのか、これは二重基準（ダブルスタンダード）でフェア

ーではないというのが私の考えです。 

 

５．外部評価の実施方式と目的（意義） 

外部評価をやる方がいい場合を、整理してみます。私は、この講義では「主体的な自己評

価」を高く評価し、皆さんにもこういう取り組みをして欲しいと述べましたが、自己評価は

自分たちが評価の専門家でない場合、色々な限界もありますし、先程も述べたように、独り

よがりな判断を下して批判を受けないためにも、様々な観点で考えなければならない、外部

評価の必要性、価値というものがあります。 

表 I-5-1 は「評価の質の確保」と「多様な視点の確保」という観点から「外部評価の意義」

を整理したものです。 
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■評価結果の質の確保 

1 つ目は、素人が行う内部評価は質が低いのではないか、という批判に対しては、どうし

ても高い質を確保しなければならない、専門家でなければできないようなものについては

外部の専門家に頼むケースがあるということです。しかし、担当しているあらゆる政策、施

策、事業について、このようなやり方が必要ということではなく、重要度の高い施策、事業

等を選び、自分たちだけではなく、評価の専門家にやってもらうことがあってもいい、とい

うことです。 

 

■評価過程の質の確保 

評価過程という話をしました。どうしても専門家でないと手続きややり方について問題

がある場合があります。手法・手順、評価の適切性や説得性を高め、その質を確保するため

に重要なことですが、評価の専門家、評価専門機関の意見を取り入れることがあってもいい、

ということです。 

 

■評価の外部化 

そもそも、自分たちの手に負えないくらい高度の知識とスキルが必要なものについては、

何年かに 1 度行う必要があったり、大がかりな政策施策の見直しの時期といった場合に、

特に重要度の高い少数の施策・事業等を選び、内部評価に代わり、外部の評価の専門家に行

ってもらうということも考える必要があります。 

 

■多様な観点の確保 

自分たちは政策、施策や外国のことにも詳しい専門家と思っているかもしれません。しか

し、外部からは自分たちでは気づかなかったような意見が得られたり、また多くの組織をみ

ている専門家は様々な角度からの意見を持っています。よく当事者が行うと客観性に欠け

る、と言われますが、実は「客観的」という意味がはっきりしません。自然科学の世界と異

なり、正しい答えが 1 つあるというものではないわけです。評価について「客観的」という

のは、当事者以外の人の色々な意見を聞くべきこととして理解すれば、「客観的」な意見は

1 つだけあるわけではないということです。むしろ、ここでやるべきことは、多様な観点を

確保することというのが、わかりやすい表現ではないかと思います。 

繰り返しますが、当事者がやると主観的な評価になるから問題があるので客観的な評価

のために第三者にやってもらうべきということがよく言われますが、第三者にやってもら

うといっても、その答えが 1 つとは限らないし、正しいとも限らないのです。そこがポイン

トです。 

行政については、色々な意見があり、やり方についても色々な意見があります。そこが非

常に重要であり、重要度の高い少数の施策・事業等については、その分野の専門家も含めて

外部の人たちの意見を聞くことが非常に重要です。 
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特に、皆様が関係しておられる文化活動や施設の運営については色々な立場、角度からの

意見があるわけですから、多様な観点の確保というのは非常に重要だと思います。 

 

表 I-5-1 外部評価の実施方式と目的と意義 

外部評価の目的と意義 概要 評価対象 評価者 

評価の質の

確保 

評価結果の

質の確保 

適切に評価がされ、妥当な

評価結果が導かれているか

どうかを評価 

重要度の高い施策、

事業等 

評価専門家、評価専

門機関、特定領域の

専門家 

評価過程の

質の確保 

評価が適切な手法・手順で

実施されているかどうかを

評価 

評価制度、評価の実

施過程（手法,手順

等） 

評価専門家、評価専

門機関 

評価の 

外部化 

外部の評価者（または評価

機関）が行政に代わって評

価を実施 

重要度の高い少数の

施策・事業等 

評価専門家、評価専

門機関 

多様な観点の確保 外部評価者が多様な意識や

視点を提供し、評価の観点

の多様性を確保 

重要度の高い少数の

施策・事業等 

評価専門機関、特定

領域の専門家 

 

Ⅱ 評価手法  

2 つめの主題は、評価の手法です。 

前回の講義で、色々な評価の手法についてイントロダクション的なお話しをしました。 

実際にやる場合、どのような流れで行うか、どういうデータが必要か、どのようなやり方を

するのか、少しずつお話しします。即応用できることもありますし、高度なスキルを要し、

やはり専門家に頼まなければできないような評価も出てきます。 

 

１．セオリー評価  

「セオリー」とは少しわかりにくい言葉かもしれませんが、私は「シナリオ」、「ストーリ

ー」という言葉で言ってもいいのではないかと思います。私たちは政策、施策、事業を行う

場合、一定の流れを想定し、目的を達成するために、どのようなことを何のためにやるのか、

人々がとるであろう行動や、こうすればこういう問題が解決されるだろうというような一

定の因果関係を含め、色々な流れを頭の中に描きながら政策、施策、事業を考えます。これ

がいわば仮説、想定、セオリー、シナリオ、ストーリーであり、それが適切なものであるか

を分析するのがセオリー評価ですが、普通、ロジック・モデルというものを作り、これを使

って考えます。 

「セオリー評価」では、表 II-1-1 に書いているように、何を目的として考えて何をやる

か、そのために、どういうインプットが必要か、予算、人員、材料、機材を確保し、いつま

でに何をやらなければいけないかを考えます。そして、どういう具合に政策、施策、事業の

工程が流れていくか、さらに、それによってどのような結果や効果が生じるかを考えます。 
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 政策、施策、事業の流れを考えるのが、因果関係①でプロセスセオリー、そしてそれをや

った結果、どういう状態・効果が生ずるかということについて考えるのが因果関係②でイン

パクトセオリーというものです。 

 実際にプロセス評価をする際には、表 II-1-2 に示したような様式に、インプット、アウト

プット、アウトカムなど、関係や事項を分かりやすく整理するのが普通です。 

 

表 II-1-1 セオリー評価で明らかにすべきこと  

・施策の目的 (goals) と個別目標 (objectives)  

・提供されるべきサービスの概要・種類と提供される量、質、期間  

・因果関係①：施策の実施がどのような経路をたどって予期されたサービスを生産するか。生産された

サービスはどのような経路をたどって受益者に届けられるか  

・因果関係②：届けられたサービスがどのような経路をたどって予期された社会変化（改善効果）を引

き起こすか  

・サービス提供にはどのような資源が必要か、サービス提供のためにどのように組織化すべきか、など 

 因果関係①を明らかにするのがプロセスセオリー、因果関係②を明らかにするのがインパクトセオリ 

ーである。 

（注）セオリー評価における目的 (goals) と個別目標 (objectives) 

目的：政策によって追求される望ましい社会的状況や状態。 

通常は広義かつ抽象的で、法案や実施要領に漠然と書かれている。   

個別目標：政策によって達成されることが期待される特定的かつ具体的な項目。 

法案などに漠然と書かれている抽象的な目的は、特定の基準によって数量的に測定可能な

複数の項目に翻訳される必要がある。これが、個別目標である。 

「個別目標」は、もともと議論されていないことも多く、法案や実施要領に書かれている

こともあまりないこともあって、政策立案者、政策実施者、その他関係者、評価実施者等の

間で測定の方法や基準について意見が分かれることがある。従って、セオリー評価の実施

過程において、関係者が一堂に会して議論し、明確化しなければいけない。（龍、佐々木） 

 

表 II-1-2 セオリー評価を実施するための記入フォームの例（各項目ごとに指標を記入） 

目的（左の①②③―について） 投入（インプット） 

    個別目標① 

    個別目標② 

個別目標③ 

財政的資源 ①、②、――― 

人的資源  ①、②、――― 

物的資源  ①、②、――― 

 

活動（アクティビティ） 

活動 ①、②、――― 

結果（アウトプット） 

結果 ①、②、――― 

成果（アウトカム）外部要因の存在 

 

（どのような要因か） 

短期 

中期 
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ロジック・モデル  

ロジック・モデルは、その作成を通じて、施策の目的、施策の構造、流れ、因果関係など

施策に関する理解が深まるとともに、関係者間でも共通認識ができるので、セオリー評価以

外の評価を行う場合にも有用です。  

ロジック・モデルには、フローチャート型と表形式型があります。フローチャート型は、

施策の流れと各段階の関係を視覚的に理解しやすいのに対して、表形式型は、各段階が、投

入、活動、産出、成果のどの段階に位置づけられるかを明確に意識しながら作成される点に

メリットがあります。 

 

フローチャート型のロジック・モデル 

前回の講義で、駅前の放置自転車対策の例を挙げました。これはフローチャート型のロジ

ック・モデルです。（図 II-1-1） 

1 番右側に「歩行者の通路・安全の確保」とあります。歩行者の通路・安全の確保を図る

ために、1 つの方策として「放置自転車の減少」があります。「放置自転車の減少」を図る

ためには、まず、放置自転車を撤去する、2 つめは自転車放置の抑止を図る、それから、駐

輪場を作り、そちらの利用者を増やせば放置自転車が減少されるのではないかと考えます。

実際に行政は何をやるか、これが、実際に予算をつけて始める活動になり、「自転車整理員

の派遣」「職員による駅前巡回」「駐輪場の設置」とあります。図の左から、実際の活動ある

いは作業、効果が流れますが、我々は実は右側から色々思考をしています。 

右側に目的が書いてあります。色々な問題があると、その問題を解決するためにどういう

ことが必要かということで、けが人が多いとか道路交通、人の通行の阻害になっているとい

うようなことから、「歩行者の通路・安全の確保」が必要であるという右側に書いているよ

うな目的を考えます。担当者であればまず普通頭に浮かぶことで、そうするためにどうした

らいいのかということで、「放置自転車の減少」が 1 つのやり方として出てきます。 

歩行者の通路・安全の確保を図る方法としては、「放置自転車の減少」だけではなく、自

転車用の通路の確保、ガードレールの設置、広い歩行者用通路の確保といった対策もありま

す。ここでは「放置自転車の減少」だけを掲げていますが、それと並行して別の政策を考え

て、そこから「歩行者の通路・安全の確保」のところに矢印を書くこともできます。 

ここに挙げた放置自転車対策というのは「歩行者の通路・安全の確保」を図るための 1 つ

の対策として、想定されたものです。これを考える場合にも、これだけの連鎖関係、因果関

係、流れを考えながら、最初に何をするか、予算・人・場所を確保して作業を始めます。 

しかしながら、実際は、何のためにやるのか、目的を考えることが必要です。 
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図 II-1-1 フローチャート型のロジック・モデル＜駅前の放置自転車対策の例＞ 

出所: 田中啓「自治体評価の戦略」 

 

表形式型のロジック・モデル 

フローチャート型のロジック・モデルを挙げましたが、もう 1 つ表形式で作るロジック・

モデルもあります。（表 II-1-3） 

表の 1 番右側に期待される効果、達成すべき目標が「成果」としてありますが、これを中

長期的な成果、短期的な成果に分けています。 

フローチャート型のロジック・モデルではあまり色々なことを書き込むことはできませ

んでしたが、表形式型のロジック・モデルではいろいろなことを書き込むことができます。 

成果をもたらすための流れを動かすのに、まず、必要な人員や機材や場所などを確保する

ことが必要です。この表で「投入」とされているところで、インプットと言われる段階です。

資材やマンパワーを使って「活動」をします。人員を募集し、自転車を撤去し、駅前へ人を

派遣して巡回を行い、放置自転車を減らす、といった活動を行います。 

次に、これらの活動がどういう状態をもたらすかという「産出」の段階が示されます。「ア

ウトプット」と言われるものです。自転車の撤去台数がどれだけ増える、職員の巡回回数が

増えるといったことが書かれます。 

 最後にインプット、アウトプットによってどういう成果・効果がもたらされるか書きま

す。これが「アウトカム」と言われるものです。表 II-1-3 では短期的成果と中長期的成果

に分けて書くようになっています。 

「アウトカム」と「アウトプット」の関係が分かりにくいと思われた場合には、この表を

思い出して頂ければ良いと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

自転車整理員の派遣   放置自転車の撤去  

  

職員による駅前巡回   自転車放置の抑止   放置自転車の減少   歩行者の通路・安全の確保  ・安全の確  

  

駐車場の設置   駐輪場の利用者増加  
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表 II-1-3 表形式のロジック・モデル 

投入（インプット） 活動  産出 

（アウトプット) 

成果（アウトカム) 

短期期的成果 中長期的成果 

一連の活動を実施

するために必要な

投入資源 

問題に対処するために実

施する具体的活動 

活 動 が 完 了 し た

時に、活動が実施

さ れ た こ と を 示

す事実 

活動の完了後、

比較的すぐに期

待される変化 

活動の完了後、

一定の期間後に

期待される変化 

・自転車整理員関

係費用（募集費

用、給与等) 

・車両（自転車の運

送用）  

・職員（巡回要員）  

・駐輪場整備員  

・駐輪場用地 

・自転車整理員の募集 

・自転車整理員の派遣  

・放置自転車の撤去  

・職員による駅前の巡回 

・駐輪場の整備 

・自転車の撤去台

数  

・職員による駅前

の巡回回数  

・駐輪場の駐輪台

数 

・放置自転車の

減少 

・歩行者の通路 

・安全の確保 

出所：田中啓「自治体評価の戦略」 

 

２．プロセス評価  

「プロセス評価」では、政策、施策を一定のやり方に従って実行し、目的を達成するまでの

経緯（過程）のシナリオを描いて作業していきます。想定したようにことが運んでいるか、想

定通りに政策対象にサービスが届いているかをチェックする必要があります。もしそれがう

まくいっていないと、期待された効果が出ていないわけですから、毎日のようにデータを取

り、記録しながら、予定通り人的、物的（等）資源が利用されているか、計画通り動いている

か、うまくいけば、期待通りの効果が生まれるということをたどれるように評価する、これ

がプロセス評価というものです。当事者が 1 番データを持ち、毎日関わっていることなので

分かりやすいかと思います。手抜きをせず、日々記録をする必要があります。これは、特別の

スキルや専門知識は必要なものではありません。しかも、当事者に最も適した評価です。 

ここで行う作業は、どういうマンパワーやものを投入したか、どういう活動をしたかとい

うことを様式に記録しておくことです。それから、どういう結果が出たか、成果がどういう

具合に表れているか、分かれば、外部要因もモニタリングするとか、さらに分かる問題があ

ればプロセスの改善等も検討して、次のステップ、次のサイクルに反映できるようにするこ

とまで含めても結構です。 

いずれにしても、繰り返しになりますが、プロセス評価は、政策、施策、事務事業の実施

状況に関わることであり、普通、これらの担当者、当事者が一番必要な情報、データを持っ

ており、一番よく知り得る立場にあり、まず、第一次的には、担当者、当事者が実施するの

が最もふさわしい作業です。  

但し、政策、施策、事務事業の実施がデザインどおりでなかった場合の原因等の分析は、

担当者、当事者だけでは十分行えない場合があり、必要に応じて、知識、経験の豊富な外部

の専門家などの評価を受けることが適当です。  
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整理しますと、プロセス評価は、想定したことと実際にあったこととの比較分析、違い、

問題点の発見等を行うもので、施策の執行過程（プロセス)が、当初のデザインどおりに適

切に機能しているかどうか、想定された質、量のサービスを提供しているかどうか、などを

評価するものです。  

プロセス評価では、具体的には、次のようなことを評価します。  

 

 ・計画された質と量のサービスが計画どおりのスケジュールで提供されているか  

 ・人的、物的（等）の資源は計画通りに利用されているか  

 ・組織は計画されたとおりに機能しているか  

 ・サービスは意図されたとおりに対象に届いているか  

 ・サービスが引き起こす改善効果に関する指標値が継続的に記録されているか、 など 

 

表 II-2-1 プロセス評価における作業 

①投入モニタリング 指標値記入フォーム記入（計画と実績）、質・量の両面の分析 

②活動モニタリング 指標値記入フォーム記入（計画と実績）、質・量の両面の分析 

③結果モニタリング 指標値記入フォーム記入（計画と実績）、質・量の両面の分析  

施策の潜在的対象がどの程度カバーされているかなども評価 

（生産結果モニタリング）  

（利用結果モニタリング）  

④成果（改善効果）モニタリング 指標値記入フォーム記入、アウトカム指標の記録  

成果（改善効果）のモニタリングの目的は、成果（改善効果）を日常

的に記録し続けることであり、効果の有無などの判定は、次のイン

パクト評価でやることである。 

⑤外部要因モニタリング 成果（改善効果）の発現に影響を及ぼすかも知れない外部要因につ

いての指標値も記録する。 

⑥改革提言 プロセス評価のレポートにおいては、上記の事項についての報告の

ほかに、プロセス評価実施上の改善提言、さらに、必要があれば、

「目的」、「個別目標」の変更提言も加えてもよい。 

 

３．インパクト評価  

やや技術的な説明になり恐縮ですが、様々な政策、施策は、単にアウトプットを出すため

ではなく、そのアウトプットを通じて、どういう効果、成果をもたらすかというのが 1 番大

事です。例えば、1km、何十億円をかけ、ある道路を整備したとします。何のために行った

かというと、道路が狭い、交通量が多く、そのため時間がかかる、といった状態を改善し、

安全性を高める、交通量を均す、スピードアップして経済活動が効果的、効率的になるよう

にする等、色々な目的を考えて高速道路等の拡張、整備を考えます。それには、当然コスト

がかかります。コストがかかりますから、期待されたインパクトをもたらすような事業でな

ければいけません。学校教育の場合、例えば、小学生で英語を始める、そのために新しいカ
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リキュラムを導入すると、どういう効果があったのか、どういう変化をもたらしたのか、

我々が行う様々な政策、施策というのは、そういう効果を期待しているわけです。これを「イ

ンパクト」と言って、評価することが必要になります。 

 

インパクト評価では、施策の直接、間接の効果、影響を分析します。  

施策の実施に伴って人々や社会など施策の対象にどのようなインパクトがあったかを分

析評価します。  

具体的には、次のようなことを評価します。  

 

 施策実施によって改善効果があったのか、なかったのか  

 施策実施が施策対象に与えた量的な改善効果はどのくらいあったか  

 施策によるサービスは施策対象にどの程度届いたか、など 

 

インパクト評価の前提条件と留意すべきこと  

「インパクト評価」は、政策、施策を実行する前と後の状態を比較し、その変化がどうな

ったのか、効果が上がっているのか、どのようなインパクトが生じているのか、ということ

を評価するものですから、どうしても政策、施策を実施する前と後のデータが必要になりま

す。 

様々な分析手法についてこれから説明しますが、精緻な評価をしようとすると統計学の

知識やスキルやかなりの費用を要しますが、しかし、簡易なやり方もあります。 

 

 インパクト評価の前提条件と留意すべきことは次の通りです。 

 【前提条件】 

・施策の「個別目標」が明確であること（改善効果が数字で測定可能であること）  

・施策の「利用（適用）結果」と「成果（改善効果）」の因果関係が明確であること  

・施策の実施が計画どおりに成功したこと  

  

 【留意事項】 

・インパクト評価には多くの分析手法がありますが、どの手法を採用する場合にも、施

策実施前と実施後の変化を分析することがインパクト評価のポイントでありますの

で、施策実施前のデータが必要です。そこで、施策の実施担当組織においては、予め、

施策実施前に、施策実施後に評価分析するために何が必要な情報、データであるかを

想定し、整備することが重要です。  

・インパクト評価には、さまざまの分析手法があり、高度の統計学の知識・スキルを要

し、評価対象施策の担当者や組織が自らは容易に実施することができないもの、また、

実施するには相当の時間と費用とマンパワーを要するものがあり、その点でも実施
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が容易でないものがあります。しかし、施策の担当者や担当組織が自ら実施できる手

法もあります。 施策が期待した効果を挙げているかどうかは、施策評価の最も重要

なポイントです。  

・自己評価を重視する観点から、施策の担当者、担当組織は、まずは、自ら実施するこ

とができる分析手法を使った分析を実施するとともに、他の高度な分析手法につい

ても理解を深め、必要に応じて簡易な方法に加えて、信頼度の高い手法を試みること

も重要です。  

・他方、専門家評価、受益者評価、行政官評価についても、簡易な方法であるというメ

リットもあり、また、評価にさまざまの視点、意見を入れるという意義がありますの

で、補足的な手法として、利用する価値があります。 

 

インパクト評価で用いられる分析手法  

インパクト評価の手法としては、普通、表 II-2-2 に示したような 12 通りの評価の手法が

説明されます。 

 3 つのグループに分けて説明します。 

最初のグループには、5 つの手法があります。施策を実施するグループとこれに対比され

る比較グループの両方について分析するやり方です。グループの作り方、施策の仕方で手法

が分かれます。 

テクニカルな話になりますが、①の「ランダムサンプリング（ランダム実験モデル）」は、

施策実施前に、無作為に、また本人には伝えずに、施策を実施する集団（実施集団）と実施

しない集団（比較集団)を設定し、A グループ、B グループとして分けていきます。このラ

ンダムサンプリング、無作為抽出をやっていくと、A グループ、B グループには、色々な素

因、要素を持った人たちがそれなりにバランス良く入っています。これがランダムサンプリ

ングの考え方です。いわば社会実験です。 

片方のグループには施策を適用し、片方には適用しない、そして、一定期間後に違いを見る、

そうすると施策の観点からその違いは、施策を実行したことによる違いだろう、ということが

論理的には、説明しやすい、これがランダムサンプリング（ランダム実験モデル）です。 

しかし、これには大変お金と時間がかかります。 

②の「回帰・分析モデル」は、無作為ではなく特定の指標値（カットオフポイントという）

でサンプルを二つのグループに分断し、一方には施策を実施、他方には実施せず、実施後の

変化を比較します。実施した方は効果が上がっていく、実施しなかった方はそれまでのトレ

ンドを延長しただけ、ということになると、その違いは、施策を実施した効果ではないかと

いうことです。これも比較するグループを設けて比較するのがポイントです。 

③の「マッチングモデル」は、同じような素因、要素を持ったグループを 2 つ選び、それ

ぞれに施策を適用する、しない、という形で行います。 

④の「統計的等価モデル」は、少々ややこしいのですが、施策実施後に、サンプル集団を、
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実施集団と比較集団に分けるやり方です。対象グループを実施後に選ぶ、というところで①

~③の方法と異なります。統計的なやり方で選びますが、テクニカルになりますので、説明

は省略します。 

⑤の「一般指標モデル」は、施策を実施したグループに対比される比較集団の代わりに、

全国平均、全県平均などの一般指標と比較し、もし違いがあれば、その違いが有意なもので

あれば施策を行ったからである、というような推論をするというものです。 

①～⑤の方法は、施策を適用するグループとしないグループを比較するという意味で、非

常に論理的な方法です。 

 

次の第 2 のグループ、⑥~⑨の方法は、施策を実施したグループのみがある場合に、この

グループのデータをいろいろな方法を使って分類、分析し、施策のインパクトを分析するや

り方です。 

分かりやすいのは、⑦の「時系列モデル」と⑨の「単純事前・事後比較モデル」です。施

策を実施する前と後の違い、例えば、A という小学校で、低学年で英語の授業を行う前と行

った後ではどういう違いが出たか、新しい教育法を導入した場合、実施する前と後ではどう

いう違いが出たか、というようなものです。 

⑦「時系列モデル」は、実施前と実施後の 1 点ずつだけでは、もっと色々な要素、要因が

絡んでいるかもしれないことから、あと 2 点、3 点ほどとり、何もしなかった場合のそのま

まの流れのトレンドと比較しようというものです。 

 第 3 のグループは、専門家や受益者や、行政官の意見等による評価をより用いる簡便的

なアプローチによるものです。 
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表 II-2-2 インパクト評価で用いられる分析手法   

インパクト評価で用いられる分析手法には次のようなものがあります 

(1) 施策を実施するグループとこれに対比される比較グループの両方がある場合に利用できる方法。 

①ランダム実験モデル＝施策実施前に、無作為に、施策を実施する集団（実施集団）と実施しない 

集団（比較集団）を設定し、施策実施後に二つの集団を比較する。  

②回帰・分析モデル＝施策実施前に、無作為ではなく特定の指標値（カットオフポイントという） 

でサンプルを二つのグループに分断し、それぞれを実施集団、比較集団として、実施後の変化を 

比較する。  

③マッチングモデル＝施策実施集団と施策の効果の発現に影響を与えるかも知れない主要な要素 

が可能な限り近似の集団を選定し、比較集団として、変化を比較する。  

④統計的等価モデル＝上記①～③と異なり、施策実施後に、サンプル集団を、実施集団、比較集団 

に分ける。  

⑤一般指標モデル＝比較集団の代わりに、全国平均、全県平均などの一般指標を比較対象とする。 

施策実施集団が所属する母集団の平均値などを比較に用いる。 

(2) 施策を実施するグループのみがある場合に、施策のインパクトを分析するために利用できる方法。 

⑥クロスセクションモデル＝多数の個人・組織・地域などの間での施策実施や属性のばらつきを利 

用してインパクトを測定する。  

⑦時系列モデル＝一つの測定対象の指標値を多数の時点でのデータを測定してインパクトを測定する。  

⑧パネルモデル＝多数の個人・組織・地域などのデータを複数の時点で測定してインパクトを計測する。  

⑨単純事前・事後比較モデル＝施策実施前後の指標値を比較する。 

(3) 簡便なアップローチ  

⑩専門家評価＝評価対象の施策及びインパクト評価に関する知識・経験を有する専門家による評価。  

⑪受益者評価＝受益者が施策実施前の状況と実施後の状況を比較して、その差を見積もる。 

⑫行政官評価＝施策実施を担当した行政官が自ら評価。 

 

図 II-2-1 はアメリカの公共政策の教科書 (Thomas R. Dye の Understanding Public 

Policy) の中に出てくるもので、先程 12 あると述べたインパクト評価の方法のうちの 4 つ

について説明したものです。 

Design 1 は、1 つの集団（1 つの村、1 つの学校など）について、施策を実行する前（左）

と後（右）を比較しています。大きな変化があったように見えます。しかし、施策を実行し

たから、効果が挙がったのではないかと一気に単純にそのような結論を導くのは危険です。

色々な要素が絡んでいる可能性があります。それを少し改良したのが Design 2 です。これ

は時系列をとっており、1 点、2 点、3 点と、チェックポイントを増やしています。施策を

実行する前の左側で 2 点選んでいます。施策実行前の 2 点を取って延長すると、もし施策

を実行しないと、こういうトレンドで物事が変化していくだろう、と想定することができま

す。グラフの真ん中のところで施策を実行し始めました。何もしなければ、この点線のよう

な流れでトレンドに沿って変化していくでしょうけれども、施策を実行した後でチェック

すると“A2”となっています。そこで当該施策を適用しなかった場合のトレンドから想定さ

れる“A1”との違いというのは、施策を適用した効果であろうと考える（説明する）わけで

す。評価される対象は 1 つですが、このトレンドによる想定との比較という方法を入れる
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ことにより、最初の方法より説得力のある分析となります。 

Design 3, 4 は、対象が 1 点だけでは、色々な属性を持った人がいるのだから、結果が表

れても施策のせいだけではないのではないか、従って、施策を実施したところと実施しなか

ったところを選んで比較してみようという方法です。 

右下の Design 4 はランダムサンプリングです。同じような状態のグループ A1、B1を先

程説明した方法で作っています。施策の実行後も、もし施策の効果がなければ同じように A2

と B2 は重なるはずですが、施策を実行した結果、A2 は上の方に行き、B2 とは差が出まし

た。A と B は同じ属性を持っている人たちで構成されていますので、この違いは施策の効

果、インパクトに違いないというように説明できます。これが、12 の方法のうち一番科学

的なランダムサンプリングの方法です。 

Design 3 は、Design 4 のように同グループを作るのが大変なため、やや要素が似たよう

なところを選ぶ、マッチングという方法です。A1 に対しては施策を適用し、似た要素を持

つ B1（近くの街や県など）には、施策は実験的には行いません。施策を実行した後の A の

状態、実行しないままの B の状態に差が出てくると、この違いは施策を行った結果ではな

いか、というように考えるわけです。 

Design 3, 4 は、先の分析手法で言うと、(１）の比較対象グループがあるやり方で、それ

ぞれ、③マッチングモデルと①ランダムサンプリングの手法の例です。 

また、Design 1 は Before vs. After を比較する⑨単純事前・事後比較モデルであり、Design 

2 はいくつかの時点、トレンドを見る⑦時系列モデルです。それなりのスキルが必要ですが、

特に⑦時系列モデルや⑨単純事前・事後比較モデルは新しいスキルを要するものではなく、

データさえあれば誰でもできる方法です。データをとって分析するものです。 

 

どういう手法を選択したらよいのかというのが次の話です。 
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図 II-2-1 インパクト評価の方法の例 

出所：Thomas R. Dye、Understanding Public Policy 

 

インパクト評価の手法の選択  

 次に、表 II-2-2 に示したインパクト評価のための 3 グループ、12 の手法の中のどういう

手法を選択したらよいか考えてみましょう。 

 

 この 12 の手法の中で広く採用されているのは、費用や時間を考慮し、マッチングモデル

や一般指標モデルといった、似たような他の街、あるいは全国の平均と比較する方法、また

時系列モデル、パネルモデル、単純事前・事後比較モデルといった、評価の専門家でない担

当者でもフィージブルな方法です。しかし、この中では、比較対象がある場合とない場合が

あります。比較対象のない単純事前・事後比較モデルや時系列モデルはやりやすいのですが、

信頼度がやや落ちるため、実際には、マッチングモデルが最も広く利用されている分析手法

です。 

詳しくは、復習して頂きたいと思いますが、インパクト評価については、統計学に詳しい
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専門家に依存するところが大きいもの以外に、時系列モデル、パネルモデル、単純事前・事

後比較モデルのように、自分たちにもできるところがあるのだということに留意してくだ

さい。 

様々な分析方法、評価方法について説明してきましたが、これら全てが専門家でない自分

たちではできないというものではなく、できるものがあるということを記憶してほしいと

思います。 

 

繰り返しになりますが、最後にあらためて 12 のインパクト評価の手法のポイント、手法

の選択の実施に当たっての留意点を整理しておきます。 

 

・ インパクト評価の分析手法として掲げた上記の 12 の手法は、まず、施策実施集団とは

別に比較集団を設定するかしないかに分類し、さらに、各分類の中で、手法の客観性、

厳格性の高い順に並べたものです。  

・ 客観性、厳格性の高い分析は、通常、時間と費用がかかります。  

インパクト評価を実施する必要があるからといって、常に、ランダム実験モデルのよう

な時間と費用のかかる手法を採用することが必要というわけではなく、そのような手

法は、学問的研究などの場合を除けば、普通、現実的、実践的ではないと考えられます。  

・ 評価に関わる者は、上記の 12 の手法について知識を持ち、理解できることが必要であ

りますが、実際には、必要性、可能性（時間、人材、費用等）等を考えて、手法を選択

する必要があります。  

・ 12の手法の中で、広く採用されている手法は、マッチングモデル、一般的指標モデル、ク

ロスセクションモデル、時系列モデル、パネルモデル、単純事前・事後比較モデルです。  

・ 施策の実施組織は、自ら情報、データを整備することが可能であるので、少なくとも、

複数時点のデータで比較する時系列モデルと単純事前・事後比較モデルによる分析は

実施可能であり、実施しなければなりません。  

しかし、施策実施中に外部要因によって受ける影響をインパクトの測定値から全く取

り除けないので、そこは信頼性が低いことを認識しておく必要があります。  

・ そこで、時系列モデル、単純事前・事後比較モデルに加えて、他に比較できる集団を設

定する手法を採用することが適当ということになります。そして、マッチングモデル、

一般指標モデル、クロスセクションモデル、パネルモデルが検討対象になりますが、施

策実施集団だけを対象とするクロスセクションモデルやパネルモデルより、基本的に

は、施策実施対象外集団を含む分析であるマッチングモデルや一般指標モデルの方が

信頼性が高くなります。そのような事情から、マッチングモデルが最も広く利用されて

いる分析手法となっているわけです。  
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・ マッチングモデル方式では、成果指標のほか、成果に影響を及ぼす外部要因（マッチン

グ指標）についてなるべく多くの指標の値を収集して、成果指標とマッチング指標の両

方について近似の値を持つ比較集団を特定し、施策実施後の二つの集団の成果指標値

を比較してその差を計算します。その差が、インパクトであると評価されるわけです。 

 

４．コストパフォーマンス評価 (cost-efficiency/cost-effectiveness evaluation)  

コストパフォーマンス評価については、皆さんも「費用便益分析」や「費用効果分析」と

いう名前は少なくともご存知かと思います。表 II-4-1 でコストパフォーマンスの手順を示

しています。例えば、費用便益分析で、B by C が 1 対 1 以上でないと、その事業は、採用

すべきではないとよく言われます。しかし、あらゆる便益というものが貨幣価値に換算でき

ない場合にはどうするのか、よく人間の命は貨幣価値にどうやって換算するのかと言われ

て、入口で疑問視、問題視される場合もありますが、これを貨幣価値に換算する方法も開発

されていて、人命の価値なども含めて費用便益分析というものが可能になっています。しか

し、手法が発達していない、あるいは、そういうことをやると、それを説明する場合に異論

が出る、評価をせっかくやっても受け入れられない場合があります。そういう場合は、むし

ろ貨幣換算せず、費用対効果などそのままの形で表現をして分析した方がいいものもあり

ます。 

「費用効果分析」というのは、貨幣価値に変換することが難しい場合に行われるものです

から、逆にこの方法はこういう形でも利用できます。例えば、ある一定の効果を達成する状

態をもたらすために複数の代替案があり、その中から、どれが 1 番費用がかからないか、ど

うしてもこれだけの状態を達成したい、そのためのこういう方法があるけれども、これだと

すごくお金がかかる、お金のかからないオルタナティブを選んだ方がいい、という形でこの

費用効果分析を利用することもできます。 

ここで 1 点申し上げておきますと、費用、便益、効果という場合に「社会的費用」、「社会

的便益」という言葉が使われることがあります。これは、まさに政策、施策の直接の対象に

おいて、あるいは政府の実施機関において生ずる費用や便益だけではなく、それがさらにプ

ラスもマイナスも含めてもたらす波及効果を考え、政策、施策の選択をする場合には、そう

いうものを加えて、トータルで社会的に生ずる cost-benefit や cost-effectiveness を考えな

ければならないという意味で、「社会的」という言葉を使っています。 
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表 II-4-1 コストパフォーマンスの評価の手順 

施策の実施に関して、各種資源の投入量と得られた結果・効果の関係（効率性）を分析評価する。 

コストパフォーマンス評価では、具体的には、次のようなことを評価する。  

 ・実現された改善効果を貨幣価値で見積もるとどれくらいか  

 ・利用された資源を貨幣価値で見積もるとどれくらいか  

 ・資源は最適かつ効率的に投入されたか  

 ・コストに対して改善効果は最大限であったか。あるいは、改善効果に対してコストは最小限であった

か 

コストパフォーマンス評価の手順 

①費用便益分析  

  ⅰ 施策あるいは事務事業の「社会便益（ベネフィット）」を特定  

その際、「直接」と「間接」、「貨幣価値への変換が可」と「変換が難」に分けて特定  

 ⅱ 施策あるいは事務事業の「社会費用（コスト）」を特定  

その際、「直接」と「間接」、「貨幣価値への変換が可］と「変換が難」に分けて特定  

 ⅲ「社会便益」と「社会費用」を可能な限り貨幣価値に換算  

  ⅳ 貨幣価値に換算された「社会便益」から「社会費用」を差し引いて,「純社会便益」を計算、または、

「社会便益」÷「社会費用」の比率を計算  

「貨幣価値への変換が難」の項目は、上記の計算に入れられないので、別記する。  

②費用効果分析  

効果を貨幣価値に変換することが難しい場合には、効果は貨幣価値に変換しない。  

パフォーマンスを知るためには、一定の効果をもたらすのに必要な費用を計算して比較する、最少費用

分析がある。事前評価の場合には、必要水準の便益をもたらす複数の案の中から、最少費用の案を決定

できる。 

（注）具体的な分析のやり方については一回の講義では難しいのでこの講義では概要にとどめる。 

 

５．パフォーマンス測定 (performance measurement）（実績測定、実績評価）  

最後に説明する評価方法は「パフォーマンス測定」(performance measurement) です。 

この方法の手順は、表 II-5-1 の業績評価の手順に書いていますが、まず、評価対象となる

事業などを設定し、そして、その事業について色々な側面で評価する指標というものを設定

し、それについて目標水準（業績目標）を決めます。その一定期間後に実績値を測定し、目

標値と照らし合わせて、どういう状態になっているか、比較・分析を行います。考え方とし

ては非常に単純です。 

 

表 II-5-1 業績評価の手順 

  ⅰ 評価対象（事業など）を設定する。 

  ⅱ 評価対象の注目する側面について評価指標を設定する。 

  ⅲ 各評価指標について、目指すべき水準（業績目標）を設定する。 

  ⅳ 一定期間後（年度末など）に各評価指標の実績値を測定する。 

  ⅴ 実際の指標値と目標値との比較・分析を行う。 

  ⅵ 実績値が業績目標に達しない場合には、その原因を分析し、可能な場合には 

原因を取り除く（または改善する）。 



23 

 アメリカなどで行われている performance measurement は、比較的簡易な方法で実施で

きることもあって、もっとも広く実施されている評価の手法と言ってよいものです。  

日本で中央省庁が実施している政策評価制度では、これに相当するものについて、「実績

評価方式］という呼称が使われています。国で行われている評価では、この実績評価方式に

よるものが評価として一番多くなっています。最近始められた目標管理型の政策評価もこ

の範疇に入るものと言えます。費用便益分析などを用いる事業評価方式やさまざま角度か

ら掘り下げて分析を行う総合評価方式と異なり、比較的簡便なやり方で、継続的な実施が可

能な方式であり、自治体においても、広く採用されている方式と言ってよいと思います。  

田中啓教授によれば、アメリカでは、当初、performance measurement の核心は「測定」

にあり、プログラムの成果や効率を定量的に測定することに主眼があり、成果や効率を厳密

に把握することや、測定した結果を何らかの基準に基づいて判定することは、測定ほどには

重点が置かれていなかったが、今日では、業績の解明とその結果の実務的な利用に主眼を置

くようになっており、単なる評価手法に留まらず、業績 (performance)、成果 (outcome)、

結果 (results)を梃子として、行政の改善を目指す業績運動ファミリーの必須機能として位

置づけられるようになっているということです。  

実績評価は、評価対象とする政策等の目標と個別目標を明らかにし、個別目標や効率など

に関連する評価指標を複数設定して、その実績（達成状況）を定期的に把握し、目標達成等

を推進しようとするものです。表 II-5-2 を使って文科科学省の例で考えてみましょう。 

具体的には、文化芸術の振興という政策分野においてどのように行っているかという例

です。文部科学省もパフォーマンス測定（実績測定、実績評価）を行っています。 

この文化芸術の振興という目的をブレイクダウンすると、施策目標 12－1 芸術文化の創

造・発展・継承、施策目標 12－2 文化芸術を通じた創造的で活力のある社会の実現、施策目

標 12－3 文化芸術を通じた心豊かで多様性のある社会の実現、そして、皆さんにもっとも

関係あると思われるのが、「施策目標 12－4 文化芸術を推進するプラットフォームの形成」

があります。 

なぜ施策目標 12－4 を設定するか、あるいは、この目標がどういう内容なのかというの

は、次の 3 行で書かれています。そして、この施策目標 12－4 を達成するために、達成目

標 12－4－1 から達成目標 12－4－4 までを示し、さらに各達成目標について測定指標を示

すようになっています。 

例えば、「12－4－1 国立の博物館の機能の充実や、地域の博物館に対するソフト面での支

援（以下略）」という目標について、4 つの測定指標を設けて、現在どういう状態であるか

という基準値、目標を据え、実績値は一定期間経過後に測定するという形で比べられるよう

な様式を作っています。「12－4－1 博物館等」には、4 つの測定指標が作られてきますが、

「12－4－2 地域の文化向上等」には 2 つ、「12－4－3 文化政策」については 2 つとなって

います。こういうものを作り、パフォーマンス評価の中に入れていきます。 

達成目標 12-4 は宗教法人関係ですから省略します。 
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文科省のホームページに詳しく載っていますので、ご覧頂ければと思います。 

 

表 II-5-2 パフォーマンス測定（実績測定、実績評価）のための文部科学省の事前分析表の例  

文部科学省政策目標 12 文化芸術の振興  

 施策目標 12－1 芸術文化の創造・発展・継承と教育の充実  

 施策目標 12－2 文化芸術を通じた創造的で活力のある社会の実現  

 施策目標 12－3 文化芸術を通じた心豊かで多様性のある社会の実現  

 施策目標 12－4 文化芸術を推進するプラットフォームの形成  

我が国の文化芸術を推進するためのプラットフォームを全国に形成し、多様

な人材や文化芸術団体･諸機関が連携・協働し、持続可能で回復力のある地域

文化コミュニティの形成を行う。  

 達成目標 12－4－1 国立の博物館の機能の充実や、地域の博物館に対するソフト面での支援、学

芸員への充実した研修等を通じて、我が国の博物館の振興を目指す。  

この達成目標について 4 つの測定指標を設け、基準値、実績値、目標値を記

入し、測定指標の選定理由及び目標値（水準値・目標年度）の設定根拠を記

載  

 達成目標 12－4－2 我が国の地域の文化向上に向けて、あらゆる人々が文化芸術に慣れ親しめる

よう、広く文化芸術を発信するとともに、確実に次世代に継承するための基

盤を整備する。  

この達成目標について 2 つの測定指標を設け、12－4－1 の場合と同様の事項

を記載  

 達成目標 12－4－3 文化政策に関する基礎的なデータ収集や調査研究の充実を図り、客観的な根

拠に基づいた政策立案の実施を強化する。  

この達成目標について 2 つの測定指標を設け、12－4－1 の場合と同様の事項

を記載 

 

(１) 評価指標の設定  

評価指標とは、評価対象（行政活動や組織の諸側面）について、評価者が関心を持ってい

る側面を定量的に計測できるような形式で示したものです。  

評価対象の状態をできるだけ多面的に把握するために、一つの評価対象に対していくつ

かの評価指標を設定するのが基本です。  

 

評価指標の分類  

評価指標は次のようにインプット（投入）、アウトプット（活動）、アウトカム（成果）に

ついて設定されるのが普通です。 

 

■インプット指標 （投入指標）  

行政活動をするために投入した行政資源の量を計測するための指標  

（例）予算額、事業費、各種の経費・支出、従事した人員数、総労働時間等  
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■アウトプット指標（活動指標）  

投入した行政資源を利用して実施した行政活動（生産物）の量を計測するための指標  

（例）生涯学習講座事業における講座実施回数など  

 

■アウトカム指標 （成果指標） 

行政活動を実施したことにより実現した成果の量または質を測定するための指標 

行政機関の外部の対象（住民、受益者、経済・社会の状況等）に与える影響や変化として

設定される場合が多い。成果が複数の段階を経て最終成果に達する場合には、中間アウト

カム、最終アウトカムがあります。  

（例）道路整備事業における渋滞率の緩和、研修受講者の習得度、健康診断受診者の健康

状態など  

 

■その他の指標  

上記のほか、アウトプット÷インプットやアウトカム÷アウトプットで測定される効率性

指標があります。 

 

評価指標の形式  

指標の形式とは、指標を設定する場合に、実数によるか、変化率など、どの形式によるか

ということです。 具体的には、実数、変化率、構成比、対比比率、指数などがあります。

次のように、具体例で示すと分かり易いと思います。  

 

【例】  

実数の例 ：待機児童数、失業数  

変化率の例：待機児童数の増減率、失業率の増減率  

構成比の例：全児童に占める待機児童の割合  

対比比率 ：児童一人当たりの保育施設数、1 人当たりのごみ排出量  

指数   ：地域内のごみ排出量（例えば過去最大年に対する比率）、工業生産指数、 

物価指数、ラスパイレス指数 
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表 II-5-3 評価指標の設定に当たって留意すべきこと  

妥当性 (validity) 評価指標が計測すべき事象を計測していること 

信頼性 (reliability) 評価指標が正確に計測されていること 

理解可能性 (understandability) 評価指標の意味が明確で分かり易いこと 

タイムリー性 (timeliness) 利用者にとって有用なタイミングで評価指標の計測値を

入手できること 

目的との適合性  

(relevance of the objectives) 

評価指標が施策の目的や目指す成果を適切に反映してい

ること 

施策の影響の大きさ 

(program influence) 

評価指標の計測する事象に対する施策の影響度の大きさ 

計測可能性 

(feasibility of collecting data) 

評価指標のデータが収集・計測可能であること 

データの収集費用 

(cost of collecting data) 

評価指標のデータを収集するための費用の大きさ 

操作可能性 (manipulability) 評価者が評価指標の計測値を操作できる可能性 

意思決定への有用性 

(usefulness for decision-making) 

評価指標が意思決定者に対して有益な知見を提供してく

れること 

包括性 (comprehensiveness) 施策の重要な側面が漏れなく評価指標によってカバーさ

れていること 

出所：田中啓「自治体評価の戦略」 

 

(２) 業績目標の設定  

実績評価においては、業績目標は評価指標ごとに設定されるべきものですが、学者がよく議

論しているように、目標を決める場合に、どの辺りに目標を決めるかという問題があります。 

西尾勝という行政学の先生は、「限界値基準」、「期待値基準」、「充足値基準」という考え

方を提示しました。「限界値基準」というのは、これ以下になると何のために施策をやって

いるかわからない、絶対にこの限度以上またはこの限度以下であってはならないという、許

容最低限界叉は許容最高限界を示すものです。これに対して、ここまで達成すれば、目的を

百パーセント完全に実現したことになるという理想状態を指すのが「期待値基準」です。実

際には我々の政策決定、予算決定はいろいろな制約条件や事情の下で、この間のどこかで満

足しなければなりなせん。これが「充足値基準」といわれるものです。この充足値基準をど

の辺りに設定するかが実務家の皆さんにとって 1 番難しいところなのです。 

業績目標の設定についてポイントを整理すると次のようになります。 

 

 目指すべき業績目標は評価指標ごとに設定する。したがって、目標水準の形式は評価

指標と同じ形式とする。 

 業績目標は行政部外から与えられる場合と行政部内で設定する場合がある。 
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 業績目標の水準 

   【理論的な分類】 

限界値基準： 社会的、制度的、科学的に許容される一定の水準で、その水準を下回る（あ

るいは上回る）ことは極力回避することが求められる水準  

西尾勝は「絶対にこの限度以上またはこの限度以下であってはならない

という、許容最低限界叉は許容最高限界を示す基準値」と定義  

期待値基準：行政サービス等に対して国民や住民等の期待する水準  

西尾は「ここまで達成すれば、目的を百パーセント完全に実現したことに

なるという、理想状態を示す基準値」と定義  

充足値基準：行政サービス等の社会的に望ましい充足度合いの水準  

西尾は「少なくともこれ以上またはこれ以下の水準まで達成できれば一

応の成果として満足できる基準値」と定義 

 

業績目標の設定の難しさ 

業績目標の水準は、理論的には限界値と期待値と充足値が想定され、実際には限界値と期

待値の間のどこかで想定される充足値で設定されるものと考えられますが、具体的に、数値

的に、充足値をどこに設定するかは難しい問題です。  

過去のトレンドを単純に延長した水準では、施策の効果や努力を反映したことにならな

いし、効果を過大に見積もると達成が難しくなり、実現しない場合には批判、非難されるこ

とになりかねません。また、当事者にとっては頑張っても達成が無理な目標では「やる気」

をなくすることになります。  

国の目標管理型政策評価では、事前分析表に、測定指標の選定理由と目標値の設定の根拠

を記入することになっていますが、いずれにしても、業績目標の設定にはそれなりの根拠が

必要です。  

政府、自治体の〇〇計画などの中で〇〇年間で（あるいはＯ年までに）△△すると決まって

いるような場合はそれに沿って設定することが可能ですが、そうでない場合、どうするか。

抽象的ですが、専門家が勧める方法には次のようなものがあります。 

 

 受益者のニーズを把握して、それを踏まえて設定する。 

 過去の実績値に新たな施策により期待される成果を加えて設定する。 

 現状の能力を少しだけ上回る水準、頑張ればなんとかなる水準（ストレッチ・ターゲッ

ト）を設定し、これを繰り返す。 

 他の機関、施設などからベストプラクティスを選び、それを参考にする。 

 他の機関、他施設の水準を参考にする。同じような条件のもとにある特定の機関、施設

を参考にする場合と一般指標値による場合がある。 
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(３) 評価を実施するためのデータの収集  

評価を実施するためのデータ収集について表 II-5-4 で整理しています。まず既存の業務

データ、皆さん毎日色々な仕事をしながら記録を取ったり、データを蓄積していきますが、

それが評価の際に使えます。改めて調査をするという場合もあります。自ら調査をしなくて

も国や自治体が統計調査を行っていますので、そういったデータを使って色々な分析、評価

をすることもできます。自ら評価のために調査をするということもできます。これは、総合

評価等、何年かに 1 度行うような大掛かりな評価を行う場合、予算を取って調査を行うこ

ともあるかもしれません。 

 

表 II-5-4 評価を実施するためのデータの収集  

既存のデータ 

業務データ：行政機関が通常の業務を実施する必要性から記録収集されるデータ、評価計測のために

利用する場合は必要に応じて集計・加工する 

  調査データ：行政機関が個人や団体等の実態を把握する目的で実施した種々の統計調査や住民意識調

査など  

      アンケート調査によるデータ  

    本来は評価指標の計測を目的とした調査ではないが、多くの有用なデータが含まれている 

その他  

評価のためのデータ  

  調査データ：評価指標の計測のために調査をして収集されたデータ（例えば、住民や利用者を対象と

したアンケート調査、現場における実査、利用者等に対するインタビュー調査などによ

るデータ）  

訓練を受けた観察者による評価結果：訓練を受けた観察者が評価対象を観察し、その結果を 5～1 等 

などの格付けによって示したものや、文章に記述によるものが 

ある。 

  その他 

 

データ取集に関する留意事項として以下のようなことが言えます。  

 

 ①必要なデータであれば、費用や労力にかかわらず収集努力をすることが原則  

 ②ある指標の採用を思いついても、計測が難しそうと諦める場合があるが、収集の可能性

の検討をすべき  

 ③データは、総数だけでなくさまざまの内訳数に区分可能な形で分類、保管  

 ④アンケート調査をする場合には、調査対象者の負担にも配慮  

 ⑤データ収集の頻度や時期は評価の必要性に合わせて要検討 

 

(４) 分析  

分析の中心的な中身は、基準との比較ですので、先程の話と重複するところもあります。 

表 II-5-5 は、業績評価における分析のポイントを整理したものです。 
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実績を取り、過去の水準との比較をします。施策活動の実施前と実施後のデータの推移を

比較します。それから予め設定した目標と比較します。国の場合には目標達成度の高い順に 

A,B,C,D 等の格付けをしています。単に目標を達成した、しないという二分法ではなく、

どの程度達成しているか分かるような区分をしている場合もあります。国の目標管理型評

価制度においても目標達成度合いを 5 段階に区分しており、目標超過達成という区分まで

あります。 

分析のやり方として、様々なデータを使って、さらに内容を詳細に分析することもありま

す。さらに、因果関係の分析まで行うこともできます。色々なデータを持っていればそこま

で可能ということです。実際に、どういう帳票、分析表を作って行うかは、文科省のホーム

ページをご覧頂きたいと思いますが、皆さんに関係のある文化芸術の振興では、政策目標か

ら測定指標というレベルまで具体化されていることをお話ししました。 

 

表 II-5-5 業績評価における分析 

基準との比較 

過去の水準との比較：活動の実施前と実施後のデータの推移を比較  

あらかじめ設定した業績目標との比較：業績目標に対する実績値を比較、目標達成度の高い順に

A,B,C,D 等の格付けをしている自治体もある。  

国では、目標管理型政策評価において、目標達成度合いを 5 段階（目標超過達成、目標達成、相応

程度進展あり、進展が大きくない、目標に向かっていない）で記入  

 

他の組織等を比較対象として比較（ベンチマーキング）：ベンチマーキングは実績値の計測後の分析

に利用するのが一般的であり、比較対象（他の自治体、公共施設、部門等）をいろいろ入れ替えなが

ら比較検討することができる。ベストプラクティスを見つけることが難しい場合には、近隣の組織や

規模や特性が似ている組織などを対象とすることもできる。 

内訳数の計算 

計測対象を、属性別（例えば、人が対象の場合、年齢区分、性別、職業、居住地域など）に区分し、

有意の分析をする。 

因果関係の分析 （業績評価の結果から、因果関係の有無について簡易的に目安を得る方法）  

内訳数を分析し、属性間で成果の発現状況がどうなっているかを見る。  

特定の集団に注目して事前・事後の状態を比較する。  

施策の対象となっていない人や地域と比較する。  

類似の施策と成果の発現状況を比較する。 

 

Ⅲ 評価結果の利活用  

最後は、評価結果の利活用についてです。 

表 III-1 はこの評価結果の利活用について、利活用の目的、内容、方法等を整理したもの

です。講義の中で繰り返し述べましたように、行政評価には、4 つの用途・目的があります。

評価を行うことによって、政策、施策等、事業についての実態や内容を理解できるようにな

る、意思決定（事業の提案や改善の決定など）の改善に繋げることができる、アカウンタビ

リティの獲得に役立てることができる、関係者への説得へのエビデンス・支持獲得に使える、



30 

といった様々な目的があります。 

利用対象としては、評価の結果そのものと、どういうやり方で評価をしたかという評価過

程の両面があります。後者は、評価活動をすること、評価の経験をすること自体が色々役に

立つということを考えたものです。 

評価の結果の利用には「内部的利用」と「外部的利用」があります。内部的利用は、当事

者である事業担当者、担当部門の管理者、幹部職員、他部門の職員が利用する場合を指し、

外部的利用は。議会や他の行政機関、市民が利用する場合を指します。 

「利用」と「活用」という言葉を使い分けていますが、「利用」は、当初想定した人たちの

用途・目的に供すること（例えば、評価結果に基づく事業の採否決定）、「活用」は、想定し

た以外の用途・目的に供すること（例えば、評価結果を使った住民との対話）です。 

大事なことは、どういう形で報告を利用・活用できるような状態に置くかということです。 

報告の形式は、文書形式と会議形式があります。文書形式は報告書そのものもありますし、

評価結果を広報誌に載せる、ニュースレターで市民に知ってもらうという方法もあります。 

会議形式は、報告会の開催、関係者、関心のある人々に集まってもらい評価結果の説明会を

開く、というようなやり方もあります。報告の頻度は、必要度、評価・分析をする頻度にも

よりますが、多くは 1 年に 1 度など定期的なものになるかと思います。 

 

表 III-1 評価結果の利活用  

① 用途・目的  

政策、施策事業の理解のために使う 

政策、施策、事業に関する意思決定（事業の提案や改善の決定など）のために使う 

説得・支持獲得のために使う  

アカウンタビリティを果たすために使う  

② 利用対象  

評価結果（事業の基本情報・実施状況・実施結果など）のほか評価を実施した結果を踏まえて 

示された判断や提言も含む  

評価過程（評価を実施するという行為・活動自体に参加者の意識変化や学びなどの価値を認める）  

③ 利用者  

内部的利用：事業担当者, 担当部門の管理者, 幹部職員, 他部門の職員  

外部的利用：議員、市民、他の行政機関等 

④ 利用と活用  

利用：当初想定した第 1 次的、直接的用途・目的に供すること 

（例えば、評価結果に基づく事業の採否決定）  

活用：想定した以外の用途・目的に供すること 

（例えば、評価結果を使った住民との対話）  

⑤ 報告    

報告の形式：文書形式（報告書、評価シートの束、評価の要旨・要約、広報誌、ニュースレター）、 

会議形式（報告会、会議における報告）、その他（ウェブサイトなど）  

報告の内容：評価対象についての情報、評価の実施結果、その他（参考データなど）  

配布方法 ：紙媒体、電子データ  

⑥ 報告頻度等  ：定期的・非定期的報告、その他（マスコミ発表、質問・意見等フィードバックなど） 
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注：自治体が実施する評価の利用状態について  

田中啓教授は、「自治体評価の戦略―有効に機能させるための 16 の原則」の中で、自治体

が実施する評価（結果）の利用状態について次のように述べています。  

 

・評価の利用は、大半が内部的利用である。  

・評価を最もよく利用しているのは評価を実施する事業担当者自身である。事業担当者

は、評価を実施する一方、担当する事業についての理解を深めることに役立てている。  

・ラインの管理者は、事業担当者に次いで評価を利用する主体である。事業担当者が実施

した評価結果を参考にして、主に意思決定やアカウンタビリティの用途に評価を利用

している。  

・幹部職員は、評価を積極的に利用しているとは判断しがたいものの、事業の実施結果や

評価結果に基づく判断・提言を意思決定の用途に利用する場合がある。  

・行政部外の主体としては、多くの議員が評価書や評価結果を見ているが、内容に強い関

心を持ち積極的に「利用」している議員は決して多くない。  

・行政部外のその他の主体（一般市民や NPO など）は、評価に対する関心は総じて低く、

評価を利用する取り組みは局所的に存在するに留まっている。 

 

参考：評価の仕組みを新たに導入、整備するうえでの指針  

この資料を作るにあたって非常に参考にさせて頂きましたが、田中教授は、地方自治体等

で新たに評価制度を取り入れる場合、留意したら良い点として、16 の原則というものを著

書に書かれています。 

田中教授は、最初から大風呂敷を広げていろんな目的を追及しない、弾力的な対応ができ

るようにしておく、既存の様式ややり方にとらわれず断続的にやれるように、といったこと

を、強調されています。大事なことは、評価は、皆さん自分自身のためにやる、ということ

も非常に大きな意味もあるということです。やれと言われたからとか、こなさなければなら

ない仕事だと思ってやると、意義のある評価ができなくなります。また、組織として評価は

非常に重要な仕事であると、皆さんに認めて頂くことが重要ではないかと田中教授は強調

されています。 

国、自治体における行政評価の推進に取り組んできた田中啓教授が掲げる 16 の指針は次

のとおり。  
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おわりに  

前回、今回と行政評価について講義をしましたが、最後に一言申し上げたいと思います。 

今回の講義では、非常にわかりやすい、入りやすい話から高度の専門知識がなければとっ

つきにくい話まで出てきました。しかし、ややとっつきにくくても、専門家でなくても評価

についてこういうことは知っておいてほしいという内容も盛り込みました。なぜならば、内

部評価ばかりではなく、外部の専門家に評価を頼む場合もあるからです。他に丸投げするの

ではなく、こういうことをやってもらいたいと自分たちも認識している、知っているという

ことが必要です。自分自身では行わないが、こういう評価のやり方もある、こういうことを

やってみる必要があるのではないか、ということを考えることができなければいけません。

そういう意味で、今回の講義の中には、皆さんに少なくとも知識として知っておいていただ

く必要があることが含まれています。皆さんにとっては今の時点では可能ではない、あるい

は、そこまで必要ではない、と感じられたことも少なくないかもしれません。 

いずれにしても、実際には、個々の具体的なケースに応じて、評価の必要性、目的、実施

可能性等を考え、評価主体、評価手法、分析手法、結果の利活用の在り方を決めることが肝

要です。 

田中啓「自治体評価の戦略~有効に機能させるための 16 の原則」 

原則 1  慎重に検討したうえで、評価制度を導入するかどうかを決めること  

原則 2  一定の条件の下では、評価制度の導入を先送りすることが正当化されうる  

原則 3  首長(またはトップ)の強力な支持を取り付けること  

原則 4  評価制度を導入する際には、最初に目的を明確に設定すること  

原則 5  評価制度を導入する目的をできるだけ絞り込むこと  

原則 6  絞り込んだ目的に合った評価の制度設計を行うこと  

原則 7  利用場面を想定して「逆算の発想」で制度設計を行うこと  

原則 8  先入観にとらわれずに評価制度を設計すること  

原則 9  評価制度に一定の柔軟性を確保しておくこと  

原則 10 何らかの方法で専門家・専門機関の助言や協力を得ること  

原則 11 評価制度の設計にかける費用を惜しまないこと  

原則 12 評価シートは既存の例にとらわれないこと 

（そもそも、評価シートが必要であるとは限らない） 

原則 13 評価シートは、評価者の思考を制限しないように 

できるだけ柔軟性の高い様式にすること  

原則 14 評価を正当かつ重要な「仕事」として認めること  

原則 15 首長および幹部職員は、率先して評価結果を利用すること  

原則 16「評価シートへの記入＝評価活動」としないこと 
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